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指定訪問リハビリテーション・指定介護予防訪問リハビリテーション 

重要事項説明書 

（令和7年4月1日現在） 

 

１ 訪問リハビリテーションの目的 

  栗橋ナーシングホーム翔裕園指定訪問リハビリテーション事業所（以下「本事業所」

という。）は、介護保険法で定める訪問リハビリテーション及び介護予防訪問リハビ

リテーションを提供するため、人員及び管理運営に関する事項を定め、理学療法士、

作業療法士、又は言語聴覚士が計画的な医学的管理を行っている医師の指示に基づき、

要介護又は要支援状態にある利用者様の居宅を訪問して、心身の機能の維持回復を図

り、日常生活の自立を助けるために、理学療法、作業療法、又は言語聴覚療法の必要

なリハビリテーションを行い、利用者様がその有する能力に応じて、可能な限りその

居宅において自立した生活を営むことができるよう支援することを目的とします。 

 

２ 事業者（法人）の概要 

事業者（法人）の名称 社会福祉法人 元気村 

代 表 者 役 職 ・ 氏 名 理事長 神成 裕介 

本社所在地・電話番号 埼玉県鴻巣市東一丁目１番２５号  048-544-0880 

法 人 設 立 年 月 日 平成５年１月７日 

 

３ サービスを提供する事業所の概要 

（１）事業所の名称等 

名 称 介護老人保健施設栗橋ナーシングホーム翔裕園訪問リハビリテーション 

事 業 所 番 号 
訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテーション 

（指定事業所番号 １１７０９０１４３１     ） 

所 在 地 〒349-1105 埼玉県久喜市小右衛門951番地の1    

電 話 番 号 ０４８０－５５－２０２４ 

Ｆ Ａ Ｘ 番 号 ０４８０－５５－２０２９ 

通常の事業の実施地域 久喜市（旧栗橋地区）、加須市（旧大利根地区）、幸手市、五霞町 

 

（２）事業所の窓口の営業日及び営業時間 

営 業 日 
月曜日から土曜日まで 

（１月１日から１月３日までを除く。） 

営業時間  午前９時から午後５時まで 

 

（３）事業所の勤務体制 

職種 人数 

医 師 （ 管 理 者 ） 1名以上 

理学療法士・作業療法士・言語聴覚士 6.1名以上 
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４ 訪問リハビリテーションサービス内容 

・バイタルサイン測定：血圧、脈拍等を測定します。 

・リハビリテーション：利用者様の心身機能の維持・回復に努めます。 

・指導：利用者様または家族様等の介護に当たる方に対して指導します。 

 

５ サービス従事者  

・サービス従事者とは、利用者様の訪問リハビリテーションを提供する本事業所の職員で

あり、主としてリハビリテーションスタッフ（理学療法士、作業療法士、言語聴覚士）、

そして、サービス提供責任者が該当します。 

また、契約書及び重要事項説明書は、リハビリテーションスタッフに代わって相談員又

は事務員等がご説明させていただく場合があります。 

・利用者様の担当訪問リハビリテーションスタッフの選任（担当の変更を含む）は、本事

業所が行い、利用者様が訪問リハビリテーションスタッフを指名することはできません。 

本事業所の都合により担当の訪問リハビリテーションスタッフを変更する場合は、利用

者様やその家族様に対し事前にご連絡すると共に、サービス利用に関する不利益が生じ

ないよう十分に配慮します。 

・利用者様が、担当訪問リハビリテーションスタッフの変更を希望する場合は、その変更

希望の理由（業務上不適当と判断される事由）を明らかにして、本事業所まで申し出て

下さい。＊業務上不適当と判断される事由がなき場合、変更致しかねることがあります。 

・本事業所は、利用者様からの希望による変更も含め、訪問リハビリテーションスタッフ

変更により、利用者様及びその家族様等の介護者に対して、サービス利用に関する不利

益が生じないよう十分配慮します。 

 

６ 訪問リハビリテーションの契約期間について 

・本事業所は、契約期間を6ヵ月としています。訪問リハビリテーション開始前と開始時に

利用者の病状・心身状況・日常生活全般の状況および希望を評価し、目標と達成までの

期間を決定します。一定期間ごとに利用者様・関係者様・医師・サービス従事者にて、

目標達成状況や評価内容の確認・共有・修正を行います。その結果をもとに訪問リハビ

リテーションの必要性を検討し期間を決定していきます。 

 

７ 利用料、その他の費用の額 

（１） 訪問リハビリテーション（介護予防訪問リハビリテーション）の利用料 

  ア 基本利用料  

   利用した場合の基本利用料は以下のとおりです。利用者負担額は、原則として基本

利用料の１割又は２割、３割の額です。ただし、介護保険の給付の範囲を超えたサー

ビス利用は全額負担となります。 

 項目 利用料 
利用者負担額 

１割 ２割 ３割 

訪問リハビリ/回 ３,１８１円   ３１９円  ６３７円   ９５５円 

介護予防訪問リハビリ/回 ３，０７８円 ３０８円 ６１６円 ９２４円 
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イ 加算料金 

項目 利用料 
利用者負担額 

１割 ２割 ３割 

□サービス提供体制強化加算(Ⅰ)※１ ６１円 ７円 １３円 １９円 

□サービス提供体制強化加算(Ⅱ)※２ ３０円 ３円 6円 9円 

□リハビリマネジメント加算 イ※３ １,８５９円 １８６円 ３７２円 ５５８円 

□リハビリマネジメント加算 ロ※４ ２，２００円 ２２０円 ４４０円 ６６０円 

□医師による計画説明※5 ２，７８９円 ２７９円 ５５８円 ８３７円 

□退院時共同指導加算※6 ６，１９８円 ６２０円 １２４０円 １８６０円 

□短期集中リハビリ実施加算 ２,０６６円 ２０７円 ４１４円 ６２０円 

□認知症短期集中リハビリ実施加算 ２，４７９円 ２４８円 ４９６円 ７４４円 

□移行支援加算 １７５円 １８円 ３５円  ５３円 

 

 

 内容 

※１ 勤続7年以上の者が1人以上在籍している場合。 

※２ 勤続3年以上の者が1人以上在籍している場合。 

※３ 医師がリハビリの実施に当たり詳細な指示を行っていて、リハビリテーション会議の開催及び

記録(医師はテレビ電話等で可)があり、リハビリテーション計画の策定に関与した理学療法士

等が利用者等に説明し、同意を得ている。かつ、理学療法士等が介護支援専門員へ必要な援助

方法について情報提供し、利用者の居宅を訪問して同行した事業所の従事者や家族に対して介

護の工夫に関する指導及び日常生活上の留意点に関する助言を行った場合。 

※４ 医師がリハビリの実施に当たり詳細な指示を行っていて、リハビリテーション会議の開催及び

記録(医師はテレビ電話等で可)があり、リハビリテーション計画の策定に関与した理学療法士

等が利用者等に説明し、同意を得ている。かつ、理学療法士等が介護支援専門員へ必要な援助

方法について情報提供し、利用者の居宅を訪問して同行した事業所の従事者や家族に対して介

護の工夫に関する指導及び日常生活上の留意点に関する助言を行った場合。及びLIFEを用いて

データを厚労省に提出しフィードバックを受けている場合。 

※５ 上記のリハビリマネジメント加算における『リハビリテーション計画説明』を事業所の医師が

行った場合。 

※６ 訪問リハビリ事業所のリハビリ職員が医療機関の退院前カンファレンスに参加した場合。 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の基本料金は、居宅サービス計画に定められた訪問リハビリテーションの提供に要

する目安の時間を基準とします。１回当たりの実施時間は２０分以上となります。 

また４０分以上の場合は２回分の実施となりますのでご留意ください。 
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ウ 減算料金 

 

 内容 

※１ 当園の医師がリハビリテーション計画の作成に係る診療を行わなかった場合。 

※２ 訪問リハビリを始めた月から計算して１２ヶ月を超えた場合。（要支援の方対象） 

注）リハビリ・栄養状態・口腔状態が一体的に管理され、リハビリテーション計画に反映され

ている場合には減算を行わないこととする。 

 

 エ 利用者負担金 【※地域区分別１単位当たりの単価１０．３３円（６級地）】 

   各利用料金は、基本サービス単位と各該当加算単位を加えた総単位数に、１単位に

１０．３３円を掛けた総額の１割又は２割、３割が利用者負担金になります。 

（２）交通費 

   通常事業の実施地域内 ： 無料 

   通常事業の実施地域外 ： 提供区域を越えた地点から片道１ｋｍあたり１００円 

 

８ 利用者負担額、その他の費用の請求及び支払方法 

（１）請求方法  

ア  利用者負担額、その他の費用は利用月ごとの合計金額により請求します。 

イ  請求書は、利用月の翌月１５日までに利用者あてにお届けします。 

（２）支払い方法 

  請求月の末日までに、下記のいずれかの方法でお支払いください。 

   ・事業者が指定する口座への振り込み 

   ・ゆうちょ銀行による口座引落 

   

８ 秘密の保持 

・従業者に業務上知り得た利用者様又はその家族様の秘密を保持させるため、従業員で

ある期間及び従業員でなくなった場合においても、その秘密を保持すべき旨を、従業

者との雇用契約の内容とします。 

・利用者様からあらかじめ文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等で利用者様

の個人情報を用いません。また利用者様の家族様の個人情報についても、あらかじめ

文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等で利用者様の家族様の個人情報を用

いません。 

・利用者様又はその家族様の個人情報について、「個人情報の保護に関する法律」及び厚

生労働省が策定した「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのため

のガイダンス」を遵守し、適切な取扱いに努めます。 

項目 利用料 
利用者負担額 

１割 ２割 ３割 

事業所医師の計画診療未実施減算※１ ―５１６円 ―５２円 ―１０４円 ―１５５円 

長期期間利用の介護予防 

リハビリテーションの適正化※２ 
―３０９円 ―３１円 ―６２円 ―９３円 
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１０ 虐待防止に関する事項 

（１）事業所は、利用者様の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため次の

措置を講ずるものとします。 

ア 虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果

について従業者に周知徹底を図ります。 

イ 虐待防止のための指針を整備します。 

ウ 従事者に対し、虐待を防止するための定期的な研修を実施します。 

エ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置きます。 

（２）施設は、サービス提供中に、当該施設従業者又は養護者（利用者様の家族様等高

齢者を現に養護する者）による虐待を受けたと思われる利用者様を発見した場合

は、速やかに、これを市町村に通報するものとします。 

 

 

１１ 衛生管理 

（１）事業所は、従業者の清潔の保持及び健康状態の管理を行うとともに、事業所の設

備及び備品等の衛生的な管理に努めるものとします。 

（２）事業所は、事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次の各号

に掲げる措置を講じるものとします。 

   ア 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会

（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとします。）をおおむね６月          

に１回以上開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図ります。 

イ 事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備します。 

ウ 事業所において、従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及

び訓練を定期的に実施します。 

 

 

１２ 業務継続計画の策定等 

（１）事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定訪問リハビ

リテーション〔指定介護予防訪問リハビリテーション〕の提供を継続的に実施す

るための、及び非常時の体制で早期業務再開を図るための計画（以下「業務継続

計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じるものと

します。 

（２）事業所は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修

及び訓練を定期的に実施するものとします。 

（３）事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の

変更を行うものとします。 

 

 

１３ 地域との連携等 

    事業所は、事業所の所在する建物と同一の建物に居住する利用者に対して指定訪問

リハビリテーション〔指定介護予防訪問リハビリテーション〕を提供する場合には、

当該建物に居住する利用者以外の者に対しても指定訪問リハビリテーション〔指定

介護予防訪問リハビリテーション〕の提供を行うよう努めるものとします。 
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１４ その他運営に関する重要事項 

従業者の質的向上を図るための研修の機会を次のとおり設けるものとし、また、業

務体制を整備します。 

（１）採用時研修採用後1か月以内 

（２）継続研修年1回以上 

事業所は、適切な指定訪問リハビリテーション〔指定介護予防訪問リハビリテーシ

ョン〕の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な

関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより理学

療法士、作業療法士又は言語聴覚士の就業環境が害されることを防止するための方

針の明確化等の必要な措置を講じるものとします。 

 

 

１５ 事故発生時の対応 

サービス提供により事故が発生した場合は、市町村、利用者様の家族様、居宅介護

支援事業者（介護予防にあっては地域包括支援センター）等に連絡するとともに、

必要な措置を講じます。事故の状況及び事故に際してとった処置を記録します。 

   また、賠償すべき事故が発生した場合は、速やかに損害賠償いたします。 

   なお、事業者は下記の損害賠償保険に加入しています。 

 

公益社団法人全国老人保健施設協会 

居宅介護事業者補償制度 
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１６ サービス提供に関する相談、苦情 

（１）苦情処理の体制及び手順 

   ア サービス提供に関する相談及び苦情を受けるための窓口を設置します。 

   イ 相談及び苦情に円滑かつ適切に対応するための体制及び手順は以下の通りです。 

① 苦情受付 

② 苦情内容確認 

③ 第三者委員への報告の要否 

④ 苦情申出人と苦情解決責任者の話し合いへの第三者委員の助言、立会いの要否 

⑤ 前の③④が不要な場合は、苦情申出人と苦情解決責任者（管理者）の話し合い

による解決を図る。 

   

（２） 苦情相談窓口 

市町村及び国民健康保険団体連合会の苦情相談窓口等に苦情を伝えることができます。 

 

 

１７ サービスの利用に当たっての留意事項 

本事業所は以下のサービスは取り扱いいたしません。 

サービス実施において、ご不審の点がございましたら直ちに本事業所迄ご連絡下さい。 

・サービス提供上、利用者様の現金をお預かりすることは一切ございませんのでご

了承下さい。 

・利用者様の預金通帳・キャッシュカード・健康保険証・印鑑・その他有価証券等 

をお預かりすることは一切ございませんのでご了承下さい。 

・利用者様の預金通帳・キャッシュカード・健康保険証・印鑑・その他の有価証券

等が保管されている場所を伺うことも一切ございませんのでご了承下さい。 

・利用者様及びその家族様の個人情報の取り扱いについては、守秘義務遵守のもと、 

細心の注意を払います。 

栗橋ナーシングホーム翔裕園 法令遵守責任者 施設長 窪田 達也 

 

 

 

担  当 

電話番号 

受付時間 

受 付 日 

リハビリ課 管理者 /  苦情解決責任者 窪田 達也 

０４８０－５５－２０２４ 

午前９時から午後５時まで 

月曜日から土曜日まで （１月１日から１月３日までを除く。） 

久喜市役所福祉部介護保健課 ０４８０－２２－１１１１ 

加須市役所高齢福祉課介護保険担当 ０４８０－６２－１１１１ 

幸手市役所介護福祉課 ０４８０－４２－８４４４ 

五霞町役場健康福祉課高齢者支援グループ ０２８０－８４－０００６ 

埼玉県国民健康保険団体連合会 

介護福祉課 苦情対応係 

０４８－８２４－２５６８ 

（苦情相談専用） 

茨城県国民健康保険団体連合会介護保険課 

介護保険苦情相談室 

０２９－３０１－１５６５ 
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１８ 緊急時の対応方法 

主治の医師 医療機関の名称  

 

氏 名  

 

所 在 地  

 

電 話 番 号  

緊急連絡先 

（家族等） 

氏 名  

 

電 話 番 号  

※サービスの提供中に、利用者様に病状の急変が生じた場合、その他必要があった場合は、 

速やかに主治の医師への連絡を行う等の必要な措置を講じるとともに、家族様、介護支援 

専門員等へ連絡をいたします。 

 

      


